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社会福祉法人 

大山町社会福祉協議会

•地域に信頼される社協であるために何事にも

常に誠実である事に努めます。信頼

•笑顔はじける職場から、世代をこえて温もり

があふれるサービスの提供に努めます。笑顔

•相手の心に寄り添い、安心して暮らせる福祉

の町づくりに努めます。安心
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重点目標 

 

１．職員が「ワクワク」と働き、能動的に挑戦する組織風土の醸成 

・職員一人ひとりが仕事に「楽しさ」や「誇り」を感じ、自由な発想と前向きな姿勢で業務

に取り組める職場づくりを推進します。 

・失敗を恐れず新たな課題にチャレンジする「能動的」な行動力を育み、組織全体に活気

と笑顔を生み出します。 

 

２．安定経営の確立と分野を超えた包括的支援力の強化 

・介護保険及び障がい福祉サービス事業等の独立採算性を高めるとともに、全職員が経

営意識を持って効率的・効果的な運営に努めます。 

・地域福祉担当は「介護・生活支援」の視点を、介護担当は「地域づくり」の視点を互い

に持ち合わせることで、分野の垣根を越えて支え合い、社協ならではの強みを活かした質

の高いサービスを提供します。 

 

３．生活支援コーディネーターを核とした重層的支援の展開 

・生活支援コーディネーターがこれまで以上に地域へ出向き、高い利用効果が認められ

る「集落レストラン」や「男の料理塾」の利用を促進します。 

・食事や交流の場を拠点として、生活困窮者等の早期発見と社会とのつながり再構築に

向けた地域課題解決に取り組みます。 

 

４．サロン活動の拡充と未開催地域への支援 

・「ふれあい・いきいきサロン」を通じた地域福祉活動の更なる推進を図り、住民同士の

交流の中で、生活上の異変や課題を早期に察知する「気づき・見守り機能」を強化します。 

・サロン未開催集落へのアウトリーチ（訪問支援）により、支え合いの場を広げ、地域から

孤立させない支え合いの仕組みを構築します。 

 

５．既存制度外のニーズを支える新規事業の展開 

・介護保険では対応できないニーズに対する保険外訪問サービスや、子育て世帯への訪

問支援事業を実施し、生活上の困難を抱える世帯への包括的なサポート体制を構築しま

す。 

 

６．「会員・会費制度」の広報・周知 

・社協の活動原資となる会費や会員制度の意義について、パンフレット配布や地域福祉

座談会を通じて住民の理解を深めます。 

・住民が地域の課題を自分事として捉え、共に支え合える地域基盤の強化と加入率の向

上を図ります。 
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事業実施計画 

Ⅰ 法人運営・地域福祉事業 

１．社会福祉協議会組織の運営 
（１）会議の開催 

① 理事会の開催 年５回 

② 評議員会の開催 年３回（定時評議員会 ６月開催） 

③ 評議員選任解任委員会 随時 

④ 監査会の開催 年１回 

⑤ 理事協議会の開催 随時 

⑥ 役員研修等の参加・実施 随時 

 

（２）法令遵守・危機管理体制の徹底 

① 法人会計例月検査 毎月１回 

② 金庫内部検査 毎月１回 

③ 事故報告・苦情対応 随時 

④ 苦情処理第三者委員会 随時 

 

（３）労務・衛生管理・研修等の開催 

 ①会議の開催 

運営会議 随時 

福祉総務部会 毎月１回 

介護部会 毎月２回 

虐待防止検討委員会 年１回 

身体拘束適正化検討委員会 年１回 

 

 ②安全衛生管理等 

職員定期健診 年１回 

ストレスチェック 年１回 

職員健康指導会 年１回 

 

 ③職員研修の実施 

全体研修 救命救急、人権、避難誘導、交通安全 

個別研修 福祉職員キャリアパス対応生涯研修、介護専門職研修ほか 

 

（４）社協会員・会費制度の周知と加入促進 

地域福祉推進の事業費となる社協会費の周知と加入促進に努めます。 

① 各自治会を通じた町民への会費制度の説明・加入促進 

② 町内外事業所へ訪問し加入促進（新規加入事業所の開拓、継続加入の依頼） 
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（５）広報・啓発活動の充実 

地域福祉活動の様子や介護、ボランティア活動に関する情報提供、地域福祉活動を推進して

いく上で住民等の意識の高揚に向けた啓発活動を推進します。また、若年層にも福祉や地域に

興味を持ってもらうために SNS等を利用した情報発信を行います。 

① ホームページの充実 

② SNS（フェイスブック、インスタグラム）の活用 

③ 広報紙「ほほえみ」の発行（年４回 ４月、７月、１０月、１月） 

④ 社協パンフレットの発行 

 

（６）生計困難者に対する相談支援事業（えんくるり事業）の実施 

複合的な生活課題を抱えているにも関わらず、制度の狭間にあって課題解決が困難な方に

対して、「えんくるり事業」による支援を実施します。 

① 
・相談員を配置し、関係機関等と連携しながら課題解決をサポート 

・緊急性の高いニーズに対して、経済的な支援（現物給付）を実施 

 

（７）事業継続計画の運用 

事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）を基に、災害や事故などで被害を受け

ても重要な福祉サービスの提供を中断させることなく、可能な限り早急に再開するための訓練

等を実施します。 

 

（８）法人後見事業 

一般社団法人権利擁護ネットワークほうき 『西部後見サポートセンターうえるかむ』の団体

社員として、判断能力が不十分な方の権利を守り意思決定を支援します。 

 

（９）福祉大会（福祉功労者表彰式）の開催 

多年にわたり社会福祉の発展に功労があった方々の表彰や講演会などの内容で、福祉大会

を開催します。 

 

 

２．生活支援体制整備事業の推進（町受託事業） 
高齢者の介護予防及び生活支援の基盤整備を推進するため、町・旧町単位で生活支援コー

ディネーターを配置し、協議体活動を通じて地域の福祉課題の現状把握を行います。 

また地域自主組織等と協働して課題解決及び「通いの場」の開催促進に努めます。 

① 

生活支援コーディネーターの配置 

・町単位で第１層生活支援コーディネーターを１名配置 

・大山地区、名和地区、中山地区に第２層生活支援コーディネーターを各１名配置 

② 

協議体活動の推進および地域資源の開発 

・「大山町わいわい福祉ミーティング」、「地域ケア推進会議」への参加 

・行政や関係機関等との情報共有や新たな地域資源の開発 

・地域資源マップの作成 

③ 有償ボランティア「ささえあいたい」事業の推進 

④ 地域活動車「つな Go（ごう）カー」貸出事業の推進 
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３．さわやか福祉基金事業の推進（町・県社協補助事業） 
（１）小地域福祉ネットワーク事業 
各集落における小地域ネットワークの重要性の理解促進を図り、福祉問題の早期発見や住

民相互の支援体制づくりの構築を推進するとともに、社協と地域住民との地域課題共有化を図

るための調査活動を実施します。 

また、「災害時における支え愛地域づくり推進事業」の活用を促進し、集落内の見守りが必要

とされる高齢者世帯等の要援護者に対し、地域住民による安否確認、見守り活動など福祉問題

の早期発見や災害等の緊急時の支援体制づくりのための小地域福祉ネットワーク活動を推進

します。 

① 「災害時における支え愛地域づくり推進事業」の促進 

② 一人暮らし高齢者等、要援護者の訪問調査（年間約８０件） 

③ 要支援者台帳（カルテ）の整備 

 

（２）ボランティアセンターの充実強化及びボランティア活動の啓発・育成の促進 

ボランティアセンターを、登録者同士の情報交換拠点および活動支援の中核組織として位置

付け、その基盤強化を図るとともに、ボランティア活動の理解を深めてもらうための啓発活動、研

修や交流会等の開催、住民が参加しやすいプログラムの提案や開発に努めます。 

① ボランティアに関する相談・登録・斡旋（登録者増に向けた取り組み） 

② 
ボランティア団体等との情報共有・連携 

・ボランティア連絡協議会の開催（年５回） 

③ 

ボランティア啓発活動 

・ボランティア活動情報の提供（広報紙・パンフレットの作成） 

・ボランティアポイント制度「ささエール」の実施 

・ボランティアフェスティバルの開催支援 

④ 

ボランティア育成・研修事業 

・ボランティア向け各種研修会（随時） 

・各種研修会（県社協主催等）の参加促進 

 

（３）災害時に対応するボランティア活動の支援 

自然災害等の発生時に備え、関係機関・団体等との連携を強化し、災害ボランティア活動

が円滑かつ効果的に実施できるよう、支援体制の整備に向けた取組を進めます。 

① 災害ボランティアセンター設置運営訓練の実施（年１回） 

② 災害ボランティアセンター運営委員会の開催（随時） 

 

（４）福祉教育の推進 

学校関係者等との連携、調整を図り、地域における福祉に関するプログラムの提供、開発を

進めます。また児童や生徒に高齢者・障がい者への関心と理解促進のための学習の機会を提

供します。 

① 車いす体験・高齢者擬似体験などの体験講座の開催（随時） 
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（５）リユース事業「リテラス」の実施 

循環型社会の構築並びに子育て世帯への支援を目的とし、家庭内で不要となった制服や学

用品等（以下リユース品）を寄付していただき、必要とされている方へお譲りします。 

①  リユース品の受け入れ 

②  マルシェ、イベントへの参加による寄付、譲渡の場の設定 

 

 

４．重層的支援体制整備事業（町受託事業） 
地域住民の多様で複雑化したニーズに対応するため、相談支援、社会参加を促進する参加

支援、地域での支援体制を強化する地域づくり事業等の支援を行います。 

（１）地域住民のニーズ・生活課題の把握 

地域福祉座談会の開催 

地域ニーズの調査と生活課題の把握、社協事業の広報ならび

に住民間の情報共有を図るため、主に集落単位で座談会を開

催します。（通年約２０～３０集落を予定） 

 

（２）地域住民の活動支援・情報発信等 

福祉推進員活動の充実 

地域福祉活動の担い手である「福祉推進員」の定着と活動の

充実を図るとともに、地域福祉に関する情報の提供および共有

化を進めるため、各種研修への参加を促進し、福祉のまちづくり

の推進役としての役割強化につなげます。 

・地域福祉推進研修会の開催（年２回 ７月頃、２月頃） 

・民生児童委員との連携強化、情報共有、交流の場づくり 

・福祉推進員への情報提供、外部研修の参加促進 等 

 

（３）地域コミュニティを形成する居場所づくり 

集落レストラン 

地域ボランティアによる会食「集落レストラン」（昼食）を行うこ

とにより、属性や世代の垣根を越えて、地域の様々な人が気軽

に関わることができる、小地域のネットワークづくりの推進を図り

ます。 

男の料理塾 
町内男性の集まる場の提供として、「男の料理塾」を開催し、男

性間の交流促進を図ります。（年６回開催） 

 

 

５．日常生活自立支援事業（県社協受託事業） 
日常生活を営む上で、判断能力が低下した高齢者や障がい者が、住み慣れた地域で安心し

て生活ができるよう、関係機関と連携し福祉サービス利用手続きや、日常の金銭管理などの援

助を行います。 

また、支援に関わる専門員や生活支援員の資質向上のため各種研修会や関係機関の連絡

会に参加します。 

また、利用希望者の判断能力や支援計画の適切さについて協議する独自の内部審査会を設

置し、利用者に寄り添った支援を行います。 
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６．生活福祉資金貸付・生活福祉資金特例貸付事業（県社協受託事業） 
鳥取県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付の受付及び、借受人の生活再建を民

生児童委員と連携して支援します。また新型コロナウイルス特例貸付の償還対応としてフォロー

アップ支援員を配置し、償還に関する制度説明や生活再建への助言など、全ての借受人に対し

てアウトリーチによるサポートを行います。 

 

 

７．共同募金活動及び配分金事業の推進 
地域福祉活動、ボランティア活動支援のための民間資金として赤い羽根共同募金、歳末たす

けあい募金活動を展開し、幅広い分野での効果的な運用に努めます。 
① 赤い羽根共同募金活動（募金運動期間１０月１日～） 

② 歳末たすけあい募金活動（募金運動期間１０月１日～） 

③ 

赤い羽根タクシー券配布事業 

※７５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者世帯等で運転免許が無い、または車

等を所持しておらず、交通手段の確保が困難な世帯に対し、買い物、通院、その他の支

援としてタクシー初乗り無料券を配布します。 

④ 

防災グッズ配布事業 

※７５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者世帯で、運転免許が無い、または車等

を所持しておらず交通手段の確保が困難な世帯に対し、防災グッズを配布します。 

⑤ 
福祉教育推進事業（チャレンジスクール） 

※児童や生徒に福祉への関心と理解促進のための福祉体験の機会を提供します。 

⑥ 

共同募金配分金活用助成事業 

※集落やグループ、町内小中学校が自ら企画した地域福祉を推進するための活動に

対し助成支援を行い、地域の福祉推進力の向上を図ります。 

 

 

８．ふれあい・いきいきサロン活動の推進（町受託事業） 
一人暮らし高齢者等の閉じこもりや認知症、寝たきりの予防を目的として、気軽に集える集落

の公民館などで健康体操や会食、レクリエーションなどを行い、社会参加と生活意欲を高めてい

くための活動を推進していきます。 

あわせて、活動の主体となる世話人の育成を進め、地域の福祉力向上につなげていきます。 

① ふれあい・いきいきサロン活動の普及促進（年間約１２０か所） 

② 「おでかけサロン」の実施 ※外出レクリエーション（買い物等）を追加したサロン 

③ ふれあい・いきいきサロン世話人の育成と自主運営の促進 

④ ふれあい・いきいきサロン世話人研修会の開催（年１回） 

 

 

９．外出支援サービス事業（町受託事業） 
要介護状態の高齢者や障がい者で、一般公共交通機関を利用することが困難な方などを対

象に、通院のための送迎サービスを実施します。 
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１０．葬儀用祭壇の貸出 
仏式・神式の葬儀用祭壇の貸出を行います。 （名和支所・中山支所） 

※会葬礼状の一部負担（各支所にて対応） 

 

 

１１．福祉バスの運行（町補助事業） 
本所（大山支所）で福祉バスを保有し、地域福祉・ボランティア活動等に運行します。 

 

 

１２．福祉センターの運営管理（町指定管理 ※令和６年度から５か年） 
町から指定管理者の指定を受け、保健福祉センターだいせん、福祉センターなかやまの運営

管理を行います。町民が気軽に立ち寄ることができるような環境整備に努めます。 

 

 

１３．子育て世帯訪問支援事業（町受託事業） ※新規事業 
    家事や子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭等の居宅を訪問支援員が訪問し、

不安や悩みの傾聴、家事及び子育て等の支援を実施します。 

 

 

１４．福祉団体の活動支援と連携 
自主的、自発的な組織運営にむけた福祉団体の活動支援を行うとともに、地域ネットワーク

活動の担い手としての促進を図ります。 

① 大山町老人クラブ連合会および各支部の事務と活動支援 

② 老人クラブの友愛活動と連携した小地域見守り活動の推進 

③ 大山町身体障がい者福祉協会の事務と活動支援 

④ 大山町手をつなぐ育成会の事務と活動支援 
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Ⅱ 生活困窮者自立支援事業（県受託事業） 

１．自立相談支援事業（必須事業） 
多様で複合的な課題を抱える生活困窮者に対し、行政や社会福祉法人等の関係機関と連

携して多職種によるチームアプローチを行います。長期間の支援が必要な相談者には課題解決

に向けた自立支援プランを作成し、様々な社会資源や制度を活用しながら継続的にサポートし

ます。 

 

 

２．就労準備支援事業（任意事業） 
ひきこもり、疾病、障がい等により早期の就労が困難な方に対し居場所や就労体験の場を提

供し、自立を意識し段階的支援に取り組みます。一人一人にあった個別プログラムや集団プロ

グラムを提案し、地域の事業所等とも連携して体験場所の充実に努めます。 

 

 

３．家計相談支援事業（任意事業） 
定期的な面談により相談者の家計意識を高め、家計計画表やキャッシュフロー表などのツー

ルを活用しながら、家計管理スキルの向上を図り早期の生活再建を目指します。 

 

 

４．子どもの学習支援事業（任意事業） 
様々な家庭環境により学習習慣が身についていない児童生徒等を対象に、子どもたち一人

ひとりの状況に配慮した「個別支援型の学習支援」に取り組みます。 

学校・行政・家庭と連携を密にし「負の連鎖」を防止するためにも、学習だけでなく日常的な

生活習慣に対しても寄り添った支援に努めます。 

 

 

５．食料緊急支援事業（フードパートナー事業） ※独自事業 
食べるものがない、食料を買うお金がないなど、緊急的な食料支援が必要な方に対し、地域

住民等の協力を得て一時的な食料支援を行うことにより、当事者の生活をサポートします。 
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Ⅲ 介護保険事業及び障がい福祉サービス事業 

１．居宅介護支援だいせん 

支援方針 

ご利用者の尊厳を大切にし、寄り添った支援を行います。 

多職種との連携を強化しながら、自立支援や重度化防止を念頭に置

いたケアプランを作成します。 

特徴 

主任介護支援専門員を配置し、状況の変化や課題を伴う事例にも柔

軟に対応しています。 

必要に応じた連絡体制を確保しながら、利用者一人ひとりに応じた質

の高いケアマネジメントを行います。 

・介護支援専門員 常勤職員４名 

・大山町全域で事業実施 

事業目標 一人あたりの平均担当ケース３０件 

目標達成に向けた

具体的取り組み 

・新規依頼を原則として断らない 

・地域包括支援センターや医療機関等の関係機関との連携強化 

・事業所内でのコミュニケーションの充実、情報共有 

業務効率向上等

に向けた取り組み 

・居宅部会の開催（毎週１回） 

・ヒヤリハット及び相談苦情受付表の活用の分析 

・職場内・利用者間のコミュニケーションの改善（にやりホットの活用等） 

専門性向上に 

向けた取り組み 

・計画的な研修会の企画、参加 

・町内居宅介護支援事業所との合同研修会の開催 

関係機関との連携 

・サービス担当者会議の開催（随時） 

・地域ケア会議への参加（随時） 

・医療等関係機関でのカンファレンス参加 

・医療介護調整会議、西部在宅ケア研究会への参加 

・地域包括支援センターとの連携 
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２．訪問介護だいせん/支援訪問介護だいせん（※障がい福祉サービス） 

支援方針 

ご利用者が住み慣れた家で介助を受けて、心身ともに安定し、自分ら

しく生活できるよう「生活の質の向上」「自立支援」を基本的な目的とし、

身体介護・生活援助等、質の高いサービスの提供に努めます。 

また、介護保険制度の枠組みでは対応できない日常生活の困りごとを

支援する「保険外訪問介護サービス」、家事・育児に困難を抱える家庭を

支援する町受託事業「子育て世帯訪問支援事業」の新規事業を展開す

ることにより、地域連携の深化を図るとともに、多世代を支える社協として

の役割を強化します。 

特徴 

・職員の５割以上が介護福祉士資格を有しており、専門性の高いケアを提

供します。 

・職員数８名（常勤職員３名、非常勤職員５名） 

事業目標 

・介護及び総合事業 訪問月間利用者数：４５名 

・障がい福祉サービス 訪問月間利用者数：１５名 

・保険外訪問介護サービス、子育て世帯訪問支援事業での多様な支援 

の定着 

目標達成に向けた

具体的取り組み 

・居宅介護支援事業所との連携と情報発信 

・ニーズに合わせた柔軟なサービスの提供 

・ヘルパーの質の維持、向上 

業務効率向上等

に向けた取り組み 

・訪問編成の見直し 

・ヒヤリハット及び相談苦情受付表の活用の分析 

・職場内・利用者間のコミュニケーションの改善（にやりホットの活用等） 

・同行訪問による技術の習得及び安全性・効率性の向上 

専門性向上に 

向けた取り組み 

・計画的研修会への参加 

・事業所内勉強会の実施 

関係機関との連携 

・サービス担当者会議（随時） 

・地域ケア会議（随時） 

・医療関係機関でのカンファレンス参加 
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３．地域密着型通所介護ほほえみ 

支援方針 

ご利用者の心身状態を踏まえて、その有する能力に応じ、住み慣れた

地域で自立した日常生活を営むことが出来るよう、身体機能の維持、向

上に繋がる必要なケアを行います。 

また、ご家族や地域との連携を大切にし、楽しく笑顔溢れ、安心できる

施設を目指します。 

特徴 

定員１８名の少人数対応でアットホームな雰囲気です。お一人おひとり

の気持ちに寄り添いながら、その方のペースに合わせ、安心感を持ってい

ただけるケアを心掛けています。日々、レクや運動、手作業、交流等を通じ

て喜びや達成感を感じていただける時間を過ごしていただくことを大切に

しています。 

事業目標 ・１日あたりの平均利用者数１７名（利用定員１日１８名） 

目標達成に向けた

具体的取り組み 

・サービス内容の充実 

・新規顧客の獲得へ向けた居宅介護支援事業所等へのＰＲ 

・利用キャンセル時の振替利用の提案 

・各種加算の積極的な取得 

・利用者ニーズの多様化に対して個別支援を深めるサービスの提供 

年間行事予定 

※毎月 音楽レク・図書館交流・朗読ボランティア・絵画教室 

４月 お花見・手作業・おやつ作り 

５月 野菜作り・保育所交流 

６月 手作業・買い物ツアー・おやつ作り 

７月 七夕祭り・保育所交流 

８月 夏祭り・手作業・おやつ作り 

９月 敬老の日感謝祭・保育所交流・文化祭展示用作品作り 

１０月 運動会・おやつ作り 

１１月 紅葉狩り・保育所交流・手作業 

１２月 クリスマス会・ケーキ作り・年忘れ会・注連縄作り 

１月 鳥追い行事・七草粥・初釜・祈願祭・書初め・保育所交流 

２月 節分祭・チョコレートケーキ作り 

３月 雛人形作り・おやつ作り 

業務効率向上等

に向けた取り組み 

・業務分担の見直し及び適正化 

・タブレット端末導入による介護記録、請求事務の効率化 

・事業所内業務改善会議の実施（月２回） 

・ヒヤリハット及び相談苦情受付表の活用の分析 

・職場内・利用者間のコミュニケーションの改善（にやりホットの活用等） 

専門性向上に 

向けた取り組み 

・専門職研修への自発的、積極的参加促進 

・研修で習得した知識の共有のための社内研修の実施 

関係機関との連携 

・サービス担当者会議（随時） 

・地域ケア会議(随時) 

・医療関係機関でのカンファレンス参加 

・運営推進会議の開催（年２回） 

・大山町地域リハビリテーション活動支援事業による専門職の派遣依頼 
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４．通所介護だいせん/支援通所介護だいせん（※障がい福祉サービス） 

支援方針 

ご利用者の心身状態を踏まえて、その有する能力に応じ、自立した日常

生活を営むことが出来るよう必要なケアを行い、安心して過ごしていただ

ける居心地の良い場所となることを目指すとともに、ご家族や地域との連

携を大切にし、信頼される笑顔溢れる明るい施設を目指します。 

また、町受託事業である大山町運動習慣定着教室「きゃら実ちゃん体

操教室」に新たに取り組み、介護予防事業強化を図ります。 

特徴 

・作業療法士（新規採用）を中心に、機能訓練プログラムの充実を図り、

身体機能の維持・向上を目指します。 

・生きがいを持って生活できるようなクラブ活動を提供します。 

事業目標 ・１日あたりの平均利用者数２８名（利用定員１日３５名） 

目標達成に向けた

具体的取り組み 

・サービス内容の充実 

・新規顧客の獲得へ向けた居宅介護支援事業所等へのＰＲ 

・利用キャンセル時の振替利用の提案 

・ご利用者に合わせた各種加算の適切な取得 

・ご利用者、ご家族向けアンケートの実施（年２回） 

年間行事予定 

※毎月 誕生日ツアー、クラブ活動 

４月 名和神社で桜の花見、菜園作業 

５月 藤寺、お買い物ツアー 

６月 保育所交流、七夕飾り作り、古代の丘公園ピクニック 

７月 七夕飾りつけ、買い物ツアー 

８月 夏まつり 

９月 敬老会、文化祭に向けての手作業 

１０月 運動会、保育所交流 

１１月 収穫したサツマイモでおやつ作り、買い物ツアー 

１２月 餅つき、感謝祭、鍋パーティー、正月飾り作り 

１月 書き初め、初釜、祈願祭、保育所交流 

２月 買い物ツアー、おやつ作り（バレンタイン） 

３月 ひな祭りイベント、お食事会（お好み焼き） 

業務効率向上等

に向けた取り組み 

・業務分担の見直し及び適正化 

・タブレット端末導入による介護記録、請求事務の効率化 

・事業所内業務改善会議の実施（月２回） 

・ヒヤリハット及び相談苦情受付表の活用の分析 

・職場内・利用者間のコミュニケーションの改善（にやりホットの活用等） 

専門性向上に 

向けた取り組み 

・専門職研修への自発的、積極的参加促進 

・研修で習得した知識の共有のための社内研修の実施 

関係機関との連携 

・サービス担当者会議（随時） 

・地域ケア会議(随時) 

・医療関係機関でのカンファレンス参加 

・運営推進会議の開催（年２回） 

・鳥取大学医学部学生実習生受け入れ 

・大山町障がい福祉連絡会への参加（随時） 
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５．サポートセンターだいせん 
※指定（特定・一般）相談支援事業・指定障害児相談支援事業 

支援方針 

（指定特定相談・障害児相談支援事業） 

利用者と家族の意向を尊重し、アセスメントに基づいたサービス等利用

計画を作成します。 

関係機関と連携し、フォーマル・インフォーマルな支援を組み合わせな

がら、課題解決と自立した安心のある生活・社会参加を支援します。 

また、相談しやすい体制づくりと継続的なモニタリングを行い、状況に応

じた柔軟な支援につなげます。 

（一般相談支援事業・包括的相談支援事業） 

障がいのある方とその家族の相談に応じ、生活・福祉・医療・就労等に

関する情報提供や助言を行います。 

また、関係機関と連絡調整を図りながら、抱える課題を整理し、必要な

支援につなげ、切れ目のない包括的な支援の提供を目指します。 

特徴 

障がいのある方やご家族の「困った」に寄り添い、相談から計画作成、

継続的なフォローまで必要な支援をおこなっています。 

関係機関と連携し、安心して地域で生活できるようサポートします。 

事業目標 ・障がい児・者を含む計画相談利用者数１００名 

目標達成に向けた

具体的取り組み 

・関係機関（医療・福祉・教育）との連携強化、定期的な情報発信 

・丁寧なアセスメントと適切なモニタリングの実施 

・業務効率化（書式統一・ICT活用）による受入体制整備 

・研修・事例検討による専門性向上 

・利用者数の定期的な進捗管理と評価 

専門性向上に 

向けた取り組み 

・相談支援の充実を図るための連絡会（毎月開催 事例検討等） 

・支援センター連絡会（毎月開催 地域課題について検討等） 

・大山町相談部会（年６回 委託相談支援事業所等） 

・研修担当配置及び計画的研修会への参加 

関係機関との連携 

・個別支援会議（随時） 

・鳥取県西部自立支援協議会 全員協議会（年１回） 

・鳥取県西部自立支援協議会 各部会（年２回程度） 

・大山町障害福祉事業所連絡会（随時） 

各事業所間・関係機関及び行政との連携強化を図り、情報共有や共通

課題について必要な協議を行います。 

 


